
告 示

�愛媛県告示第１３５６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、四国中央市金田町半田地域に係る県営土地改良事業計画を変

更したので、同条第６項において準用する同法第８７条第５項の規定

により、次のとおり土地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

平成２６年１２月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・金田地区）変更計画書

の写し

２ 縦覧期間

平成２６年１２月１５日から平成２７年１月２０日まで

３ 縦覧場所

四国中央市役所川之江庁舎

�������
�愛媛県告示第１３５７号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

平成２６年１２月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

上浮穴郡久万高原町河の子３６３の１から３６３の３まで

２ 指定の目的
かん

水源の涵養

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び久万

高原町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１３５８号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定施業要件を変更する。

平成２６年１２月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所

宇和島市津島町岩松甲８８６、甲８８９、乙１の１、乙１の３、乙１

の４、乙２の１、乙２の２、乙３の１、乙３の３、乙４の１から

乙４の３まで、乙５の２、乙６の２から乙６の４まで、乙８の２、

乙９の１、乙９の２、乙１０の１から乙１０の５まで、乙１１の１、乙

１１の２、乙１２の２、乙１３、乙１８、乙２３、乙２４の１、乙２４の２、乙

２６、乙２７の１、乙２７の２、乙２８から乙３０まで、乙３２から乙３７まで、

乙３９の１、乙４１の２、乙４９、乙５０、乙５３の５、乙５３の７、乙５３の

８、乙５６の１、乙５６の２、乙５８の１、乙５９、乙６０、乙６５、乙６６の
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７から乙６６の１１まで、乙６７の１、乙６７の２、乙６７の４、乙６８、乙

６９の１、乙６９の２、乙７３の１、乙７３の２、乙７５の２、乙７６の２、

乙７８、乙７９、乙８０の１、乙８０の２、乙８１の１、乙８１の３、乙８１の

４、乙８２、乙８４の１、乙８４の２、乙８５、乙８６の１、乙８７の１、乙

８８の１、乙９０の１、乙９１の２、乙９３の１、乙９４の１、乙９５、乙９６

の１から乙９６の４まで、乙９９、乙１００、乙１０１の１、乙１０２の１、

乙１０４の１、乙１０５の１、乙１０６、乙１０７の１、乙１０８、乙１０９の１、

乙１０９の２、乙１１０から乙１１３まで、乙１１７の１、乙１１９の１から乙

１１９の７まで、乙１１９の９、乙１２０、乙１２２から乙１２４まで、乙１２９、

乙１３１、乙１３２、乙１３５の１、乙１３６の１、乙１３６の２、乙１３６の５、

乙１４２、乙１４３の１、乙１４４から乙１４６まで、乙１４７の１、乙１５１から

乙１５３まで、乙１５５の２、乙１５８、乙１５９、乙１６０の１、乙１６２、乙１６

４、乙１６６の１、乙１６６の３、乙１６９、乙１７０、乙１７２、乙１７３、乙１７４

の１、乙１７５の１、乙１７７の１、乙１７８の１から乙１７８の４まで、乙

１７８の６、乙１８１、乙１８４、乙１８７の１、乙１８８、乙１８９の１、乙１９０

の１、乙１９１の１、乙１９２の１、乙１９２の４、乙１９２の６、乙１９２の

７、乙１９３、乙１９４の１、乙１９９、乙２００の１、乙２０１、乙２０２、乙２０

４、乙２０５の１、乙２０５の２、乙２０５の５、乙２０５の７、乙２０６の１、

乙２０６の３、乙２１４、乙２１６、乙２１７の１、乙２１８から乙２２３まで、乙

２２６の３、乙２２６の４、乙２２７の２、乙２３２、乙２３３、乙２３４の２、乙

２３５の２、乙２３６から乙２３８まで、乙２４０から乙２４４まで、乙２４６から

乙２４８ま で、乙２４９の２、乙２４９の３、乙２４９の１０、乙２４９の１１、乙

２４９の１３、乙２５０、乙２５２の２、乙２５３の１、乙２５４の１、乙２５４の３、

乙２５４の６、乙２５４の７、乙２５５、乙２５６、乙２５７の１、乙２５７の４、

乙２５８、乙２５９の１、乙２５９の１１、乙２６１の１から乙２６１の３まで、

乙２６２、乙２６３、乙２６４の１、乙２６４の４から乙２６４の１２まで、乙２６４

の１５から乙２６４の１７まで、乙２６５、乙２６６の１、乙２６６の２、乙２６７

の１、乙２６７の２、乙２６８、乙２６９、乙２７０の１、乙２７１の１から乙

２７１の４ま で、乙２７２の１、乙２７２の２、乙２７３の１、乙２７３の２、

乙２７３の４から乙２７３の７まで、乙２７５から乙２７７まで、乙２８２、乙

２８７、乙２９５、乙２９８、乙３０６、乙３０７の１、乙３２０から乙３２５まで、

乙３２６の２、乙３２７から乙３３５まで、乙３３７の１、乙３３８、乙３３９の１、

乙３４１の２、乙３４２の１、乙３４２の２、乙３４４の１、乙３４４の３、乙

３５２の１、乙３５４、乙３５５、乙３５７、乙３５９、乙３６０、乙３６２、乙３６４、

乙３６７の２、乙３６８の１、乙３６８の２、乙３６９の１、乙３７０の２、乙

３７１の１、乙３７１の２、乙３７２、乙３７３の１、乙３７３の２、乙３７４、乙

３７５、乙３７７の１、乙３７８、乙３７９の１から乙３７９の３まで、乙３８０、

乙３８３、乙３８５、乙３８８、乙３８９、乙３９０の１、乙３９１の１、乙３９２、

乙３９４、乙４３１

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

変更しない。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び宇和

島市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�愛媛県告示第１３５９号
愛媛県造林事業補助金交付規程（昭和６２年１１月愛媛県告示第１３８３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、平成２６年度の補

助金から適用する。

平成２６年１２月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（事業主体）

第４条 事業主体（造林事業を自ら又は委託を受けて実施するもの

をいう。以下同じ。）は、次に掲げるものとする。

� 森林環境保全直接支援事業にあつては、次に掲げるもの

ア～ク 省略

ケ 特定間伐等促進計画（森林の間伐等の実施の促進に関する

特別措置法（平成２０年法律第３２号）第５条第１項に規定する

特定間伐等促進計画をいう。以下同じ。）において特定間伐

等の実施主体に位置付けられた者

コ 省略

�～� 省略

別表第１（第３条関係）

森林環境保全直接支援事業

（事業主体）

第４条 事業主体（造林事業を自ら又は委託を受けて実施するもの

をいう。以下同じ。）は、次に掲げるものとする。

� 森林環境保全直接支援事業にあつては、次に掲げるもの

ア～ク 省略

ケ 特定間伐等促進計画（森林の間伐等の実施の促進に関する

特別措置法（平成２０年法律第３２号）第４条第１項に規定する

特定間伐等促進計画をいう。以下同じ。）において特定間伐

等の実施主体に位置付けられた者

コ 省略

�～� 省略

別表第１（第３条関係）

森林環境保全直接支援事業

区 分 補助基準（経費の内容） 補助率 区 分 補助基準（経費の内容） 補助率

１・２ 省略 １・２ 省略

３ 下刈り 植栽により更新したⅡ齢級以下の林分

（コンテナ苗を植栽した場合にあつて

はⅠ齢級以下（植栽木の健全な成長を

省略 ３ 下刈り 植栽により更新したⅡ齢級以下の林分

（

省略

愛 媛 県 報平成２６年１２月１２日 第２６３１号
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促すため必要があるときは、Ⅱ齢級以

下）、複層林にあつては下層木 がⅤ

齢級以下のものに限る。）又はその他

の方法により更新したⅧ齢級以下の林

分（複層林にあつては、下層木がⅧ齢

級以下のものに限る。）において行う

雑草木の除去及びこれに併せて行う施

肥に要する経費

複層林にあつては、下層木がⅤ

齢級以下のものに限る。）又はその他

の方法により更新したⅧ齢級以下の林

分（複層林にあつては、下層木がⅧ齢

級以下のものに限る。）において行う

雑草木の除去及びこれに併せて行う施

肥に要する経費

４～６ 省略 ４～６ 省略

７ 除伐 下刈りが終了したⅤ齢級以下（天然林

にあつては、ⅩⅡ齢級以下）の林分

に お い て 行 う 不 用 木（侵 入 竹 を 含
とう

む。）の除去及び不良木の淘汰に要す

る経費

省略 ７ 除伐 下刈りが終了したⅤ齢級以下（天然林

にあつては、ⅩⅡ齢級以下）の林分又

は伐採しようとする不良木の胸高直径

の平均が１８センチメートル未満の林分

に お い て 行 う 不 用 木（侵 入 竹 を 含
とう

む。）の除去及び不良木の淘汰に要す

る経費

省略

８ 保育間伐 適正な密度管理を目的としてⅦ齢級以

下（天然林にあつては、ⅩⅡ齢級以

下）の林分又は伐採しようとする不良

木の胸高直径の平均が１８センチメート

ル未満の林分において行う不用木（侵
とう

入竹を含む。）の除去及び不良木の淘

汰に要する経費

同上

９ 省略 ８ 省略

１０ 省略 ９ 省略

１１ 省略 １０ 省略

１２ 省略 １１ 省略

備考

１ 省略

２ 附帯施設等整備は、１から１０までのいずれかの施業と

一体的に実施するものに限る。

３ 荒廃竹林整備は、全体事業量の中で荒廃竹林整備の事

業量が１から１０までの施業に係る事業量を超えないもの

に限る。

４ 森林作業道整備は、１から１０までのいずれかの施業と

一体的に実施するものであつて、かつ、森林環境保全整

備事業実施要領第２の４�に規定する事前計画に記載さ

れた既設の林内路網の状況からみて、当該事前計画に記

載された林内路網の整備の目標を達成するために整備す

ることが相当であると知事が認めるものに限る。

５ 省略

備考

１ 省略

２ 附帯施設等整備は、１から９までのいずれかの施業と

一体的に実施するものに限る。

３ 荒廃竹林整備は、全体事業量の中で荒廃竹林整備の事

業量が１から９までの施業に係る事業量を超えないもの

に限る。

４ 森林作業道整備は、１から９までのいずれかの施業と

一体的に実施するものであつて、かつ、森林環境保全整

備事業実施要領第２の４�に規定する事前計画に記載さ

れた既設の林内路網の状況からみて、当該事前計画に記

載された林内路網の整備の目標を達成するために整備す

ることが相当であると知事が認めるものに限る。

５ 省略

別表第２（第３条関係）

環境林整備事業

１ 公的森林整備

別表第２（第３条関係）

環境林整備事業

１ 公的森林整備

区 分 補助基準（経費の内容） 補助率 区 分 補助基準（経費の内容） 補助率

１～７ 省略 １～７ 省略

８ 保育間伐 別表第１ ８に同じ。 同上

９ 省略 ８ 省略

１０ 省略 ９ 省略

愛 媛 県 報平成２６年１２月１２日 第２６３１号
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１１ 附

帯施

設等

整備

� 鳥獣害防止施

設等整備

別表第１ １１�に同じ。 省略 １０ 附

帯施

設等

整備

� 鳥獣害防止施

設等整備

別表第１ １０�に同じ。 省略

� 林内作業場及

び林内かん水施

設整備

別表第１ １１�に同じ。 省略 � 林内作業場及

び林内かん水施

設整備

別表第１ １０�に同じ。 省略

� 林床保全整備 別表第１ １１�に同じ。 省略 � 林床保全整備 別表第１ １０�に同じ。 省略

� 荒廃竹林整備 別表第１ １１�に同じ。 省略 � 荒廃竹林整備 別表第１ １０�に同じ。 省略

１２ 森林作業道整備 別表第１ １２に同じ。 省略 １１ 森林作業道整備 別表第１ １１に同じ。 省略

備考

１ 省略

２ 附帯施設等整備は、１から１０までのいずれかの施業と

一体的に実施するものに限る。

３ 荒廃竹林整備は、全体事業量の中で荒廃竹林整備の事

業量が１から１０までの施業に係る事業量を超えないもの

に限る。

４ 森林作業道整備は、１から１０までのいずれかの施業と

一体的に実施するものに限る。

５ 省略

備考

１ 省略

２ 附帯施設等整備は、１から９までのいずれかの施業と

一体的に実施するものに限る。

３ 荒廃竹林整備は、全体事業量の中で荒廃竹林整備の事

業量が１から９までの施業に係る事業量を超えないもの

に限る。

４ 森林作業道整備は、１から９までのいずれかの施業と

一体的に実施するものに限る。

５ 省略

２ 被害森林整備 ２ 被害森林整備

区 分 補助基準（経費の内容） 補助率 区 分 補助基準（経費の内容） 補助率

１～７ 省略 １～７ 省略

８ 保育間伐 別表第１ ８に同じ。 同上

９ 更新伐 １の表 １０に同じ。 省略 ８ 更新伐 １の表 ９に同じ。 省略

１０ 附

帯施

設等

整備

� 鳥獣害防止施

設等整備

別表第１ １１�に同じ。 省略 ９ 附

帯施

設等

整備

� 鳥獣害防止施

設等整備

別表第１ １０�に同じ。 省略

� 荒廃竹林整備 別表第１ １１�に同じ。 省略 � 荒廃竹林整備 別表第１ １０�に同じ。 省略

１１ 森林作業道整備 別表第１ １２に同じ。 省略 １０ 森林作業道整備 別表第１ １１に同じ。 省略

備考

１ 省略

２ 附帯施設等整備は、１から９までのいずれかの施業と

一体的に実施するものに限る。

３ 荒廃竹林整備は、全体事業量の中で荒廃竹林整備の事

業量が１から９までの施業に係る事業量を超えないもの

に限る。

４ 森林作業道整備は、１から９までのいずれかの施業と

一体的に実施するものに限る。

５ 省略

備考

１ 省略

２ 附帯施設等整備は、１から８までのいずれかの施業と

一体的に実施するものに限る。

３ 荒廃竹林整備は、全体事業量の中で荒廃竹林整備の事

業量が１から８までの施業に係る事業量を超えないもの

に限る。

４ 森林作業道整備は、１から８までのいずれかの施業と

一体的に実施するものに限る。

５ 省略

３ 保全松林緊急保護整備

� 省略

� 松林保護樹林帯造成

３ 保全松林緊急保護整備

� 省略

� 松林保護樹林帯造成

区 分 補助基準（経費の内容） 補助率 区 分 補助基準（経費の内容） 補助率

１～６ 省略 １～６ 省略

７ 保育間伐 別表第１ ８に同じ。 同上

８ 更新伐 １の表 １０に同じ。 省略 ７ 更新伐 １の表 ９に同じ。 省略

９ 附

帯施

設等

整備

� 鳥獣害防止施

設等整備

別表第１ １１�に同じ。 省略 ８ 附

帯施

設等

整備

� 鳥獣害防止施

設等整備

別表第１ １０�に同じ。 省略

� 荒廃竹林整備 別表第１ １１�に同じ。 省略 � 荒廃竹林整備 別表第１ １０�に同じ。 省略
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１０ 森林作業道整備 別表第１ １２に同じ。 省略 ９ 森林作業道整備 別表第１ １１に同じ。 省略

備考

１ 省略

２ 附帯施設等整備は、１から８までのいずれかの施業と

一体的に実施するものに限る。

３ 荒廃竹林整備は、全体事業量の中で荒廃竹林整備の事

業量が１から８までの施業に係る事業量を超えないもの

に限る。

４ 森林作業道整備は、１から８までのいずれかの施業と

一体的に実施するものに限る。

５ 省略

備考

１ 省略

２ 附帯施設等整備は、１から７までのいずれかの施業と

一体的に実施するものに限る。

３ 荒廃竹林整備は、全体事業量の中で荒廃竹林整備の事

業量が１から７までの施業に係る事業量を超えないもの

に限る。

４ 森林作業道整備は、１から７までのいずれかの施業と

一体的に実施するものに限る。

５ 省略

別表第４（第３条関係）

機能回復整備事業

１ 特定森林造成事業

� 特定林地改良

別表第４（第３条関係）

機能回復整備事業

１ 特定森林造成事業

� 特定林地改良

区 分 補助基準（経費の内容） 補助率 区 分 補助基準（経費の内容） 補助率

１ 省略 １ 省略

２ 附

帯施

設等

整備

� 省略 ２ 附

帯施

設等

整備

� 省略

� 荒廃竹林整備 別表第１ １１�に同じ。 省略 � 荒廃竹林整備 別表第１ １０�に同じ。 省略

３ 森林作業道整備 別表第１ １２に同じ。 省略 ３ 森林作業道整備 別表第１ １１に同じ。 省略

備考 省略 備考 省略

� 耕作放棄地等森林造成 � 耕作放棄地等森林造成

区 分 補助基準（経費の内容） 補助率 区 分 補助基準（経費の内容） 補助率

１～７ 省略 １～７ 省略

８ 保育間伐 別表第１ ８に同じ。 同上

９ 間伐 別表第２ １の表９に同

じ。

省略 ８ 間伐 別表第２ １の表８に同

じ。

省略

１０ 更新伐 別表第２ １の表１０に同

じ。

省略 ９ 更新伐 別表第２ １の表９に同

じ。

省略

１１ 附

帯施

設等

整備

� 省略 １０ 附

帯施

設等

整備

� 省略

� 林内作業場及

び林内かん水施

設整備

別表第１ １１�に同じ。 省略 � 林内作業場及

び林内かん水施

設整備

別表第１ １０�に同じ。 省略

� 省略 � 省略

� 荒廃竹林整備 別表第１ １１�に同じ。 省略 � 荒廃竹林整備 別表第１ １０�に同じ。 省略

１２ 森林作業道整備 別表第１ １２に同じ。 省略 １１ 森林作業道整備 別表第１ １１に同じ。 省略

備考

１ 省略

２ 荒廃竹林整備は、１から１０までのいずれかの施業の周

辺の森林において当該施業と一体的に実施するものであ

つて、全体事業量の中で荒廃竹林整備の事業量が１から

１０までの施業に係る事業量を超えないものに限る。

３ 森林作業道整備は、１から１０までのいずれかの施業と

一体的に実施するものに限る。

４ 省略

備考

１ 省略

２ 荒廃竹林整備は、１から９までのいずれかの施業の周

辺の森林において当該施業と一体的に実施するものであ

つて、全体事業量の中で荒廃竹林整備の事業量が１から

９までの施業に係る事業量を超えないものに限る。

３ 森林作業道整備は、１から９までのいずれかの施業と

一体的に実施するものに限る。

４ 省略

� 造林未済地緊急造林 � 造林未済地緊急造林
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�������
�愛媛県告示第１３６０号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条の２第２項の

規定による届出を審査した結果、次の加入区について、同法第１１２

条第１項の規定による同意があったと認めたので、同法第１１２条の

２第３項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）

第２６条の３の規定により告示する。

平成２６年１２月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

（東予地方局産業経済部管内）

土居加入区 禎瑞加入区 壬生川加入区

（南予地方局産業経済部管内）

下灘第一加入区

�������
�愛媛県告示第１３６１号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１３条の２第１項第

１号の規定により、次の加入区について、漁船損害等補償法に基づ

く付保義務の発生（平成２２年１２月愛媛県告示第１３８９号）による保険

に付すべき義務は、平成２６年１２月１１日限り消滅したので、同条第２

項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）第２６

条の３の規定により告示する。

平成２６年１２月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

（東予地方局産業経済部管内）

土居加入区 禎瑞加入区 壬生川加入区

（南予地方局産業経済部管内）

下灘第一加入区

�������
�愛媛県告示第１３６２号
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第２０条の規定に基づき事業

の認定をしたので、次のとおり告示する。

平成２６年１２月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 起業者の名称 松山市

２ 事業の種類 （仮称）椿の湯別館施設整備事業

３ 起業地

� 収用の部分

愛媛県松山市道後湯之町地内

� 使用の部分

なし

４ 事業の認定をした理由

申請に係る事業は、以下のとおり、土地収用法第２０条各号の要

件をすべて充足すると判断されるため、事業の認定をしたもので

ある。

� 土地収用法第２０条第１号の要件への適合性について

申請に係る事業は、松山市道後湯之町地内の土地１，４４８．８８平

方メートルを起業地とする（仮称）椿の湯別館施設整備事業

（以下「本件事業」という。）である。本件事業は、土地収用

法第３条第３２号に掲げる地方公共団体が設置する公共の用に供

する施設に関する事業に該当する。

したがって、本件事業は、土地収用法第２０条第１号の要件を

充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第２号の要件への適合性について

区 分 補助基準（経費の内容） 補助率 区 分 補助基準（経費の内容） 補助率

１～７ 省略 １～７ 省略

８ 保育間伐 別表第１ ８に同じ。 同上

９ 間伐 別表第２ １の表９に同

じ。

省略 ８ 間伐 別表第２ １の表８に同

じ。

省略

１０ 附

帯施

設等

整備

� 荒廃竹林整備 別表第１ １１�に同じ。 省略 ９ 附

帯施

設等

整備

� 荒廃竹林整備 別表第１ １０�に同じ。 省略

１１ 森林作業道整備 別表第１ １２に同じ。 省略 １０ 森林作業道整備 別表第１ １１に同じ。 省略

備考

１ 省略

２ 荒廃竹林整備は、１から９までのいずれかの施業の周

辺の森林において当該施業と一体的に実施するものであ

つて、全体事業量の中で荒廃竹林整備の事業量が１から

９までの施業に係る事業量を超えないものに限る。

３ 森林作業道整備は、１から９までのいずれかの施業と

一体的に実施するものに限る。

４ 省略

備考

１ 省略

２ 荒廃竹林整備は、１から８までのいずれかの施業の周

辺の森林において当該施業と一体的に実施するものであ

つて、全体事業量の中で荒廃竹林整備の事業量が１から

８までの施業に係る事業量を超えないものに限る。

３ 森林作業道整備は、１から８までのいずれかの施業と

一体的に実施するものに限る。

４ 省略
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起業者である松山市は、松山国際観光温泉文化都市建設法

（昭和２６年法律第１１７号）第３条第１項により松山国際観光温

泉文化都市建設事業の執行者と規定されており、道後温泉をは

じめとする観光温泉資源の開発を図ってきた。また、松山市道

後温泉事業施設の設置及び管理に関する条例（平成１７年松山市

条例第１７号）により道後温泉本館の各施設（以下「本館」とい

う。）及び椿の湯並びに関連施設を管理している。本件事業は、

新たに道後温泉事業施設を整備するものであり、事業遂行につ

いて必要な財源措置等を講じている。以上のことから、起業者

は本件事業を施行する権能を有すると認められる。

したがって、本件事業は、土地収用法第２０条第２号の要件を

充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第３号の要件への適合性について

ア 事業の施行により得られる公共の利益

松山市は、年間観光入込客数約５００万人を受け入れる観光

都市であり、同市の最上位計画である「第６次松山市総合計

画」において観光産業の振興を重点施策として掲げ、その中

核を担う道後温泉の活性化に取り組んでいるところである。

道後温泉には、松山市が管理運営を行っている、主として

観光客用の本館と市民用の椿の湯の２つの浴場施設があり、

平成２５年度の入浴客は、本館が約７２万人、椿の湯が約３３万人

である。このうち、本館は平成２５年度において年間２３３日も

入場制限が生じ、１日あたり平均で約１９０人、繁忙期のピー

ク時には一時に約２００人の入浴客が不便を強いられている状

況にあるが、本館は国指定重要文化財のため施設規模を拡充

することはできず、椿の湯は本館に備わっている休憩室のよ

うなおもてなしスペースがなく、市民利用が中心のため観光

客のニーズに対応できない現状にある。

さらに本館は、改築後１２０年を経過し、長期間に及ぶ保存

修復工事が予定されている。現在、道後温泉の入浴客数はわ

ずかに減少傾向にあり、当該工事により減少傾向に拍車がか

かることが懸念されているほか、松山市の公表済み試算では、

工事期間中における入湯料損失３６億円、市全体の経済損失４６

６億円、延べ４万７，０００人の雇用に影響を及ぼすと見込まれて

いる。また、椿の湯も老朽化等に伴う既存改修工事が予定さ

れている。これらの状況から、地元住民からも本館及び椿の

湯の既存施設に加え、第３の外湯を整備し、３施設の有機的・

効率的運用による地域経済の活性化、雇用の創出、利用者の

利便性の向上が強く要望されているところである。

本件事業の施行により、本館と同様におもてなしの心を重

視したお接待を行うための休憩室や道後温泉の歴史に由来す

る露天風呂等の設備を備え、バリアフリー等を導入して高齢

者や障がい者にも利用しやすく、さらに、地域の観光情報等

の発信機能を有する観光拠点が整備されることとなる。この

結果、本館の入場制限による観光客等の不便の解消や、新規

観光客の誘致、リピーターの確保等による地域経済の活性化

のほか、本館改修期間中の経済的損失等の軽減等にも寄与す

ることが期待できる。

したがって、本件事業の施行により得られる公共の利益は、

相当程度存在するものと認められる。

イ 事業の施行により失われる利益

本件事業は環境影響評価法（平成９年法律第８１号）等によ

る環境影響評価の対象外であるため環境影響評価は実施して

いないが、施工に際しては、低騒音・低振動型の建設機械を

使用する等、環境への影響を最小限に抑制する対策を講じる

こととしている。また、起業地は特定希少野生動植物保護区

外で、保護のために特別の措置を講ずべき動植物は見受けら

れない。さらに、埋蔵文化財包蔵地外で保全を要する文化財

等も確認されておらず、事前に試掘調査を実施し必要に応じ

て法令に基づき対処することとしている。以上のことから、

環境等への影響は軽微であると認められる。

したがって、本件事業の施行により失われる利益は軽微で

あると認められる。

ウ 事業計画の合理性

本件事業に係る起業地の選定に当たっては、自然的条件、

社会的条件及び経済的条件等による３案の比較検討を行い、

総合的に最も優れた案を採用しているものと認められる。ま

た、起業地面積は、本件事業の内容、施設の規模等を勘案し、

妥当なものと認められる。

エ 比較衡量

アで述べた得られる公共の利益とイで述べた失われる利益

を比較衡量した結果、本件事業の施行により得られる利益が

失われる利益に優越すると認められるとともに、ウで述べた

ように、本件事業の事業計画は合理的であると認められる。

したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄

与するものと認められるので、土地収用法第２０条第３号の要件

を充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第４号の要件への適合性について

ア 事業を早急に施行する必要性

�アで述べたように、道後温泉の入浴客は減少傾向にあり、
松山市の観光産業の中核である道後温泉の活性化のために新

たな観光拠点の整備が求められている。また、平成２９年に愛

媛県で開催される国民体育大会を挟み、老朽化による椿の湯

の既存改修工事及び本館の長期保存改修工事が予定されてお

り、これらによる地域経済・雇用等への影響を最小限に止め

るためにも、改修工事前に新施設を整備する必要があると考

えられる。

したがって、本件事業を早期に施行する必要性は高いもの

と認められる。

イ 起業地の範囲及び収用又は使用の別の合理性

本件事業に係る起業地の範囲は、本件事業の目的を達成す

るために必要な範囲であると認められる。また、収用の範囲

は、すべて本件事業の用に恒久的に供される範囲にとどめら

れていることから、収用又は使用の別についても合理的であ

ると認められる。

したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があ

ると認められるため、土地収用法第２０条第４号の要件を充足す

ると判断される。

� 結論

以上のとおり、本件事業は、土地収用法第２０条各号の要件を

すべて充足すると判断される。

５ 土地収用法第２６条の２の規定に基づく図面の縦覧場所

松山市産業経済部道後温泉事務所

�������
�愛媛県告示第１３６３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

愛 媛 県 報平成２６年１２月１２日 第２６３１号
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西条市飯岡土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２６年１２月１２日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

�������
�愛媛県告示第１３６４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

中島土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨の届

出があった。

平成２６年１２月１２日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

就 任

退 任

�愛媛県告示第１３６５号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２６年１２月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３６６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１２月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 徳 山 年 春 松山市長師１００９番地

〃 山 田 元 次 松山市畑里５９３番地

〃 山 田 郁 夫 松山市元怒和甲１２５１番地

〃 黒 田 隆 介 松山市中島大浦１５１８番地

〃 岸 上 和 夫 松山市中島大浦１９６０番地

〃 河 崎 石 明 松山市小浜５６８番地１

〃 田 村 明 文 松山市宮野１６１４番地

〃 川 � 勇 治 松山市神浦７１５番地３

〃 中 田 孝 志 松山市宇和間甲７７３番地

〃 進 村 健 二 松山市熊田甲６６４番地

〃 二 神 成 吾 松山市吉木５６９番地

〃 梶 原 米 雄 松山市饒４０７番地

〃 栗 田 英 治 松山市中島粟井８１２番地

〃 寺 本 勝 茂 松山市上怒和甲３９１番地

〃 福 島 岩 雄 松山市津和地２８５番地

〃 二 神 英 幸 松山市二神甲６２２番地

〃 中 村 信 秀 松山市睦月１３７８番地

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２４）第１２８４３号 平成２４年
９月２０日 八木設備企画 八木 長 松山市桑原２－１３－３２ 平成２６年

１１月１４日
電気工事業
消防施設工事業 建設業の廃止

（般－２２）第１６７３９号 平成２２年
８月１１日 �建匠アシスト 野間 建作 松山市衣山５－７２３－５ 平成２６年

１１月１８日 建築工事業 建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 松山空港線
松山市竹原二丁目１１７番１４から

同市竹原二丁目８６番１８まで
平成２６年１２月１２日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 徳 山 年 春 松山市長師１００９番地

〃 山 田 元 次 松山市畑里５９３番地

〃 山 田 郁 夫 松山市元怒和甲１２５１番地

〃 黒 田 隆 介 松山市中島大浦１５１８番地

〃 岸 上 和 夫 松山市中島大浦１９６０番地

〃 � 橋 治 久 松山市小浜９１２番地

〃 田 村 明 文 松山市宮野１６１４番地

〃 川 � 勇 治 松山市神浦７１５番地３

〃 中 田 孝 志 松山市宇和間甲７７３番地

〃 進 村 健 二 松山市熊田甲６６４番地

〃 二 神 成 吾 松山市吉木５６９番地

〃 梶 原 米 雄 松山市饒４０７番地

〃 吉 田 岩 夫 松山市中島粟井甲１２１２番地

〃 寺 本 勝 茂 松山市上怒和甲３９１番地

〃 福 島 岩 雄 松山市津和地２８５番地

〃 二 神 英 幸 松山市二神甲６２２番地

〃 片 山 正 男 松山市睦月２５１番地

監 事 沖 田 康 成 松山市神浦１５６５番地１

〃 細 川 英 隆 松山市宇和間７６６番地

〃 前 田 長 孝 松山市二神甲４２０番地

〃 中 村 信 秀 松山市睦月１３７８番地

監 事 金 子 與 雄 松山市中島粟井１１８７番地

〃 � 岡 善 樹 松山市小浜９２０番地３

〃 入 濱 淳 心 松山市上怒和甲４５８番地

〃 片 山 正 男 松山市睦月２５１番地

愛 媛 県 報平成２６年１２月１２日 第２６３１号
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公 告

�愛媛県告示第１３６７号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項の規定により、次のとおり指定障害児通所支援事業者を指定した。

平成２６年１２月１２日

愛媛県南予地方局長 稲 田 洋一郎

�愛媛県告示第１３６８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１２月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３６９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１２月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２６年１２月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

事業者番号
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 者

指定障害児通
所支援の種類

指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８５０４０００３１ 社会福祉法人 弘正会 愛媛県八幡浜市五反田
１番耕地７６番地３ 上 村 容志枝 放課後等デイ

サービス
放課後等デイサービス
事業所 くれぱす

愛媛県八幡浜市五反田
１番耕地１０６番地

平成２６年
１２月１日

３８５０４０００３１ 社会福祉法人 弘正会 愛媛県八幡浜市五反田
１番耕地７６番地３ 上 村 容志枝 保育所等訪問

支援
放課後等デイサービス
事業所 くれぱす

愛媛県八幡浜市五反田
１番耕地１０６番地

平成２６年
１２月１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 平野坂戸線

西予市宇和町坂戸９２２番２地先から

同町坂戸９２１番２地先まで
旧 ５．０～５．２ ０．０２７

西予市宇和町坂戸９２２番２から

同町坂戸９２１番２まで
新 ６．２～７．０ ０．０２７

〃 〃
松山市竹原二丁目８３番９から

同市竹原二丁目９１番２２まで
〃

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 平野坂戸線
西予市宇和町坂戸９２２番２から

同町坂戸９２１番２まで
平成２６年１２月１２日

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２６年１１月２１日 特定非営利活動法人
えひめ障害者ヘルパーセンター 金 村 厚 司 松山市紅葉町３番４５号 障害福祉の関連法規に基づき、利用者とサービ

ス提供者とが対等な関係で過不足ないサービス
が提供され、サービスに直接携わる福祉従事者
の地位と資質が向上するよう、福祉社会の実現
に寄与することを目的とする。
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選挙管理委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第９４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成２６年１２月１２日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１７５，７３７

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，５１５

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４６，９６８

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４３，５８１ １４，５２７

南 宇 和 郡 ２０，２３５ ６，７４５

松山市・上浮穴郡 ４２９，７１２ １３８，２８６

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４３，６７２ ４７，８９１

宇和島市・北宇和郡 ８１，８５５ ２７，２８５

八幡浜市・西宇和郡 ４０，５０６ １３，５０２

新 居 浜 市 １００，７３３ ３３，５７８

西 条 市 ９２，２２０ ３０，７４０

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５３，４２２ １７，８０８

伊 予 市 ３１，７７０ １０，５９０

四 国 中 央 市 ７５，０７４ ２５，０２５

西 予 市 ３４，９６７ １１，６５６

東 温 市 ２７，９９０ ９，３３０

平成２６年１２月１２日 発行
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